
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一部損壊等住宅修繕支援事業 住宅政策室

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

住宅マスタープランの計画期間が令和2年度までとなっており、計画の改定が
必要である。

令和 元 年度

継続

実施区分

④
住宅マスタープラン策定

事業
住宅政策室 総合的な住宅政策の推進のため、住宅マスタープランを策定する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

―
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和元年度に策定した空家等対策計画に基づき、関係機関とも連携しなが
ら、空家等の問題の解消に向けた具体的な施策及び実施体制を整備する必
要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

③ 空家等対策事業 住宅政策室
空家等対策計画に基づき、空家等の問題の解消に向けた施策を実
施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

37
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成30年度に実施した実態調査を分析し、空家等対策会議、空家等対策協
議会の議論を踏まえて計画を策定した。計画期間は令和6年度までとなってい
る。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 空家等対策計画策定事業 住宅政策室
吹田市域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する
ため、空家等対策計画を策定する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

4,182
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 全世帯数の1/4以上が分譲マンションに居住している本市の特徴的な住宅事

情から、マンションの管理の適正化を推進するために必要な情報の提供や管
理組合相互の情報交換を行うための支援を行っているが、より一層の周知を
図る必要がある。
また、住宅政策全般においても、社会的な変化に対応しながら総合的に施策
が実施されるよう努めていく必要がある。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 住宅政策事業 住宅政策室 住宅マスタープランに基づき、総合的な住宅政策を推進する。
市が独自に実施し
ている事務

（千円）

140
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

612 施策 良好な住環境の形成

住宅政策事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

1


